
望まない受動喫煙の防止を図るため、多数の者が利用する施設等の区分に応じ、当該施設等の一定の場所を除き喫煙を禁止するとともに、当該施設等

の管理について権原を有する者が講ずべき措置等について定める。

改正の趣旨

1

健康増進法の⼀部を改正する法律（平成30年法律第78号） 概要健康増進法の⼀部を改正する法律（平成30年法律第78号） 概要
（厚生労働省資料抜粋）

• 望まない受動喫煙の防止を図るため、多数の者が利用する施設等の区分に応じ、当該施設等の一定の場所を除き喫煙を禁止する。

※１ 屋外で受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所に、喫煙場所を設置することができる。

※２ たばこのうち、当該たばこから発生した煙が他人の健康を損なうおそれがあることが明らかでない
たばことして厚生労働大臣が指定するもの。

※３ 一の大規模会社が発行済株式の総数の二分の一以上を有する会社である場合などを除く。

Ａ 学校・病院・児童福祉施設等、行政機関

旅客運送事業自動車・航空機

禁煙

（敷地内禁煙（※１））

Ｂ 上記以外の多数の者が利用する施設、

旅客運送事業船舶・鉄道 原則屋内禁煙

(喫煙専用室（喫煙のみ）内

でのみ喫煙可)飲食店

【加熱式たばこ（※２）】

原則屋内禁煙

(喫煙室（飲食等も可）

内での喫煙可)

経過措置

既存特定飲食提供施設
（個人又は中小企業（資本金又は出資

総額5000万円以下（※３））
かつ 客席面積100㎡以下の飲食店）

標識の掲示により喫煙可

別に法律で定める日までの間の措置

当分の間の措置

【原則屋内禁煙と喫煙場所を設ける場合のルール】

厚⽣労働省の推計では、
最大で飲食店全体の約５．５割程度

改正の概要

施設等の類型・場所に応じ、施行に必要な準備期間を考慮して、2020年東京オリンピック・パラリンピックまでに段階的に施行する。

2018年 2019年１月 ７月 9月（ラグビーＷ杯） 2020年4月 7月（東京オリパラ）
▲ ▲

一部施行①（国及び地方公共団体の責務等）
2019年１月24日

一部施行②（学校・病院・児童福祉施設等、行政機関）
2019年７月１日

全面施行
2020年４月１日

事前周知

必要に応じて、喫煙専用室の工事等の準備

施行スケジュール

▲



屋内禁煙 喫煙専用室設置（※）
加熱式たばこ専用の
喫煙室設置（※）

○ 敷地内禁煙
・学校、児童福祉施設
・病院 、診療所
・行政機関の庁舎 等

or

※ 全ての施設で、
喫煙可能部分には、
①喫煙可能な場所である
旨の掲示を義務づけ

②客・従業員ともに
20歳未満は立ち入れない

屋外で受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所に、喫煙場所を設置することができる。

○ 喫煙を行う場合は周囲の状況に配慮
（例） できるだけ周囲に人がいない場所で喫煙をするよう配慮。

子どもや患者等、特に配慮が必要な人が集まる場所や近くにいる場所等では喫煙をしないよう配慮。

屋外や家庭など

喫煙可能（※）

喫煙専用室と同等の煙の流出防止措置を講じている場合は、非喫煙スペースへの20歳未満の立入りは可能。

【経過措置】

既存の経営規模の
小さな飲食店

・個人又は中小企業が経営
・客席面積100㎡以下

上記以外の施設＊

・事務所
・工場
・ホテル、旅館
・飲食店
・旅客運送事業船舶、鉄道

・国会、裁判所
等

＊個人の自宅やホテル等の客室など、人の居住

の用に供する場所は適用除外

○ 原則屋内禁煙 （喫煙を認める場合は喫煙専用室などの設置が必要）

○ 喫煙可能な場所である旨を掲示することにより、店内で喫煙可能

経営判断により選択

経
営
判
断
等

室外への煙の流出防止措置

飲食可喫煙のみ

子どもや患者等に特に配慮

２０
UNDER

２０
UNDE
R

２０
UNDER

第一種施設

第二種施設

喫煙を主目的とする施設
・喫煙を主目的とするバー、スナック等
・店内で喫煙可能なたばこ販売店 ・公衆喫煙所

○ 施設内で喫煙可能（※）
喫煙目的施設

改正健康増進法の体系

2019年
7月1日
施行

2020年
4月1日
施行

2019年
1月24日
施行



Ø 原則屋内禁煙（喫煙専用室設置可。喫煙可能部分へ20歳未満の者を⽴ち⼊らせてはならない）
（経過措置︓客席⾯積100㎡以下かつ個人又は資本⾦等5000万円以下の店舗は、禁煙・喫煙を選択可）

大阪府受動喫煙防止条例の概要（2019年3月20日公布）

（１）府の責務
・受動喫煙の防止に向けた環境整備等、総合的な施策の推進
・改正健康増進法及び条例の周知、理解促進
・公⺠連携による取り組みの推進

（２）府⺠等の責務
・他人に望まない受動喫煙を生じさせることがないように努める

（３）保護者の責務
・監護する者に対し、受動喫煙による健康への悪影響を未然に防止するよう努める

（４）関係者の協⼒
・府、市町村その他の関係者は相互に連携を図りながら協⼒するよう努める

（５）管理権原者の主な義務及び責務
・望まない受動喫煙を防止するために必要な措置をとるよう努める

など

条例による規制の違反にあたっては、5万円以下の過料を設定

Ø 敷地内全⾯禁煙（特定屋外喫煙場所を設置しないこと）に努める（努⼒義務）［2020.４~］

第一種施設 改正法（2019年7月施行） 府独自の取り組み（条例）(2020年4月施行)

受動喫煙により健康を損なうおそれが
高い者（20歳未満の者、患者、妊婦）が主
たる利⽤者である施設

禁煙（敷地内禁煙）

※ 特定屋外喫煙場所を設置できる

禁煙（敷地内全面禁煙：努力義務)

※ 特定屋外喫煙場所を設置しないこと

学校（学校、幼稚園 等）

病院、診療所、助産所

児童福祉施設
（保育所、児童養護施設 等）

その他（介護⽼⼈保健施設、
認定こども園 等）

⾏政機関の庁舎

（例）精神科、終末期医療を提供する病院、
主に療養を中心とする施設など、
利用者への一定の配慮が必要な施設

禁煙（敷地内禁煙）
※ 特定屋外喫煙場所を設置できる

イメージ

2025年4
月

敷地内

特定屋外喫煙
場所

喫煙専用室 加熱式たばこ専用の喫煙室

設置できる施設 第二種施設（原則屋内禁煙となる施設）
場所 屋内の「一部」

必要となる措置 室外への煙の流出防⽌措置
紙巻きたばこ 〇 ×
加熱式たばこ 〇 〇

室内での喫煙以外の行為
（飲食等）

× 〇

20歳未満の者の入室 × ×

府の責務等に係る部分
（３か月の周知期間）

2019年7月

第一種施設等に係る部分
（努⼒義務）
2020年4月

飲食店等に係る部分を
含む全⾯施⾏
（罰則部分）
2025年4月

特定屋外喫煙場所：第一種施設の屋外の場所の一部のうち、受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所

２．義務及び責務 ※2019年7月施行 ４．第一種施設（敷地内禁煙）における取り組み ※2020年4月施行

５．第二種施設における取り組み ※努力義務：2022年4月施行、罰則部分：2025年4月施行

７．加熱式たばこの扱い ※改正健康増進法と同様の扱い

８．罰則

９．施行時期（段階的に施行）

○ 府民の健康のため、望まない受動喫煙を生じさせることのない環境づくりをすすめる
○ 万博開催の2025年を目指し、国際都市として、全国に先駆けた受動喫煙防止対策をすすめる

改正法
全面施行：2020年４月

大阪府受動喫煙防止条例
全面施行：2025年４月

【経過措置】
既存特定飲食提供施設
・客席面積100㎡以下
・個人又は資本金等5000万円以下
の店舗

【経過措置】
府既存特定飲食提供施設

客席面積30㎡以下の店舗

11

府内全域（政令指定都市、中核市を含む）

３．条例の対象範囲

１．趣旨

2025年4月施⾏

法︓2020年4⽉施⾏

2022年4⽉施⾏

第二種施設
多数の者が利用する施設
（第一種施設を除く）

（例）事務所、旅館（客室を
除く）、飲食店 等

★例外措置

原則屋内禁煙
（喫煙専用室設置可）

原則屋内禁煙
（喫煙専用室設置可）

禁煙・喫煙を選択可

原則屋内禁煙
（喫煙専用室設置可）

屋内禁煙に努める
（努⼒義務）

従業員を雇用する施設

禁煙・喫煙を選択可

［法︓2020.４~］

［2025.４~］

［2022.４~］

【改正法の第二種施設のうち、既存特定飲食提供施設にかかる府独自の取り組み】

［2025.４~］

Ø 従業員を雇⽤する飲⾷店は、客席⾯積に関わらず原則屋内禁煙に努める（努⼒義務）
Ø 改正法で経過措置対象としている客席面積100㎡以下の飲食店のうち、30㎡を超える飲食店は、
原則屋内禁煙（罰則あり)  ※喫煙専用室及び加熱式たばこ専用喫煙室の設置可

Ø 客席面積が30㎡以下の飲食店は、改正法と同様に、喫煙か禁煙の選択可（経過措置）

Ø 改正健康増進法と同様に、加熱式たばこ専用喫煙室（飲食等も可）
での喫煙可

６．喫煙目的施設の要件 ※改正健康増進法と同様の扱い

（１）公衆喫煙所
（２）喫煙を主目的とするバー、スナック等

たばこの対面販売（出張販売を含む）をしており、客に飲食させる営業（「通常主食
と認められる⾷事」を主として提供するものを除く）を⾏うもの

（３）店内で喫煙可能なたばこ販売店

従業員を雇用する
飲食店に係る部分
（努⼒義務）
2022年4月

※2022年を⽬途として府内の取組状況等を踏まえ、必要な場合は措置を講ずる。
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茨木市いのち支える自殺対策計画（概要版）
茨木市健康福祉部保健医療課
●TEL 072－625－6685

重点施策重点施策

基本施策基本施策

生きる支援に関連する施策生きる支援に関連する施策
様々な分野における「生きることの包括的な支援」の取組（自殺対策と連動）様々な分野における「生きることの包括的な支援」の取組（自殺対策と連動）

❷ 高齢者の自殺対策の推進

❹ 子ども・若者に関わる自殺対策の推進

❶ 勤務問題に関わる自殺対策の推進

❸ 生活困窮者支援と自殺対策の連動

❷ 自殺対策を支える人材の育成

❺ 児童生徒のSOSの出し方に関する教育❹ 生きることの促進要因への支援❸ 市民への啓発と周知

❶ 地域におけるネットワークの強化

●重点施策●重点施策
自殺リスク要因やハイリスク層への施策自殺リスク要因やハイリスク層への施策

●基本施策●基本施策
自殺対策を推進する上での基盤的な取組自殺対策を推進する上での基盤的な取組

●生きる支援に関連する施策●生きる支援に関連する施策
様々な分野での生きることの包括的な支援様々な分野での生きることの包括的な支援

平成
27年
（2015）
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（2016）
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（2017）
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（人）（人） ●自殺者数（茨木市）

●自殺死亡率

平成26年平成26年 平成27年平成27年 平成28年平成28年 平成29年平成29年

19.819.8 18.718.7
17.117.1 16.716.7

16.216.2 15.415.4
14.414.4

14.214.214.414.4 13.313.3
11.111.1

15.315.3
■
◆
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（ 全 国 ）

（大阪府）

（茨木市）

（ 全 国 ）

（大阪府）

（茨木市）

◆

■

▲

茨木市いのち支える自殺対策計画

茨木市の現状

2 1

茨木市

概要版
茨木市
いのち支える自殺対策計画

自殺者の年代別割合（平成25年～平成29年計） 主な自殺の特徴（平成25年～平成29年計）

現状から見えた茨木市の課題

自殺死亡率※は国や府より低い
状況でしたが、平成29年は府
の死亡率を上回りました。
※自殺死亡率は人口10万人当たり
　の自殺者数を示します。

資料：警察庁「自殺統計」

「勤務問題」「高齢者」「生活困窮者」への対策を重点的に取り組むこと、また将来の自殺リスクを低減する
ために、「子ども・若者」への対策が必要です。

茨木市の取組は大きく３つの施策群で構成しています。

計画策定の背景
自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、背景には精神保健上の問題だけでなく、様々な社会的要因
があると言われています。平成28年に自殺対策基本法が改正され、自殺対策を「生きることの包括的な支
援」として実施することを基本に、全ての市町村に計画の策定が義務付けられました。

自殺は、平均すると４つの要因が連鎖して
引き起こされていることがわかっています。

知ってほしい
!

自殺の危機経路

自殺死亡率、自殺者数の推移

自殺の要因の連鎖のプロセスは、性、年代、職業等の属性によって特徴が異なります。

こころに少しでも不安を感じたら
相談してください相談先一覧

電話相談

相談は、祝日・年末年始を除きます
（関西いのちの電話については、24時間•365日相談対応しています）

来所相談

自死遺族支援

数値目標

本計画 第２次計画（予定）

平成27年と比べて30％減少

自殺死亡率
10.3

（令和５年）

自殺死亡率
13.3

（平成27年）

自殺死亡率
9.4

（令和８年）

茨木市の取組

メール・SNS等による相談

■こころの健康相談統ーダイヤル
　 時 月～金曜日9：30～17：00　　　☎0570－064－556
■大阪府こころの健康総合センター
（こころの電話相談）
　 時 月・火・木・金曜日9：30～17：00
　　　　　　　　　　　　　　　　 ☎06－6607－8814
■茨木保健所
　 時 月～金曜日9：00～17：45　　　☎072－624－4668
■大阪自殺防止センター
　 時 金曜日の13：00 ～ 日曜日の22：00
　　　　　　　　　　　　　　　　  ☎06－6260－4343
■こころの救急箱
　 時 月曜日の20：00 ～ 火曜日の3：00　
　　　　　　　　　　　　　　　　  ☎06－6942－9090
■自殺予防いのちの電話
　 時 毎月10日の8：00 ～ 翌11日の8：00 
　　　　　　　　　　　　　　 　　 0120－783－556
■関西いのちの電話 24時間•365日の電話相談　
　　　　　　　　　　　　　  　　　☎06－6309－1121
■大阪府精神障害者家族会連合会電話相談室（ご家族の悩み相談）
　時 月～金曜日 10：00 ～15：00　　☎06－6941－5881
■大阪府妊産婦こころの相談センター
　時 月～金曜日10：00～16：00　　 ☎0725－57－5225

■こころの相談室（予約制）
　時 毎週木曜日13：30～16：30
　所 茨木市保健医療課（保健医療センター内）
　　　　　　　　　　　 　　☎072－625－6685
　問 受付時間：月～金曜日8：45～17：15
■茨木保健所（予約制）
　時 月～金曜日9：00～17：45　
　　　　　　　　　　　 　　☎072－624－4668

■水曜日の集い※参加費300円
　時 毎月第３水曜日17：00～19：00
　所 渡辺クリニック3階デイケアルーム
　　 （JR茨木駅徒歩5分）
　問 大阪自殺防止センター事務局
　　  （平日10：00～17：00）☎06－6260－2155
■自死遺族相談（予約制）
　時 月～金曜日（祝日は除く） 9：00～17：45
　問 大阪府こころの健康総合センター
　　　　　　　　　　　 　　☎06－6691－2818

こころの悩みをメールやSNSで相談できる窓口
を紹介しています。

■その他の相談先はこちら⇒
　様々な悩みの相談窓口の情報です。

詳しくは
こちらから⇒

厚生労働省メール・SNS等による相談

QRコード®対応の
カメラ付き携帯電
話から様々な相談
機関の情報にアク
セスできます

この冊子は環境に配慮し、再生紙および
植物油インキを使用しています。

この印刷物は1,000部作成し、
一部あたり165円です。

さまざまな悩みを抱えている方は、一人で悩まず、
専門の相談機関にご相談ください。

中面も要Check! ➡

27.4％27.4％30.1％30.1％

42.5％42.5％

●ｎ＝186

■ 　 ～39歳

■ 40～59歳

■ 60歳～

上位５区分 自殺者 割 合 背景にある主な自殺の危機経路

１位
男　　性
40～59歳
有職同居

23人 12.4％
配置転換→過労→職場の人間関
係の悩み+仕事の失敗→うつ状
態→自殺

２位
男　　性
60歳以上
無職同居

20人 10.8％ 失業（退職）→生活苦+介護の
悩み（疲れ）+身体疾患→自殺

３位
女　　性
60歳以上
無職同居

16人 8.6％ 身体疾患→病苦→うつ状態→　
自殺

４位
男　　性
20～39歳
有職同居

12人 6.5％
職場の人間関係/仕事の悩み
（ブラック企業）→パワハラ+　
過労→うつ状態→自殺

５位
男　　性
40～59歳
無職独居

11人 5.9％ 失業→生活苦→借金→うつ状態
→自殺

自殺実態白書2013より引用

資料：警察庁（自殺統計） 出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2018）」

記号の見方：時 時間、所 場所、問 お問合せ



A4 観音四つ折 / 836(208*210*210*208)*297

Q
問1

問2

問3

問4

問5

問6

れすぎていませんか？
あなたのこころ

日からあなたも
ゲートキーパーは実 今 疲

年 齢 層 順 位 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

～39歳

１位 自　　殺
（32.59％）

自　　殺
（36.44％）

自　　殺
（33.31％）

自　　殺
（33.46％）

自　　殺
（33.69％）

自　　殺
（32.22％）

自　　殺
（30.18％）

２位 悪性新生物
（23.89％）

悪性新生物
（14.13％）

悪性新生物
（13.75％）

悪性新生物
（14.20％）

悪性新生物
（15.72％）

悪性新生物
（14.60％）

悪性新生物
（15.43％）

３位 不慮の事故
（12.00％）

不慮の事故
（12.67％）

不慮の事故
（11.46％）

不慮の事故
（11.60％）

不慮の事故
（11.63％）

不慮の事故
（10.44％）

不慮の事故
（12.07％）

40～59
歳

１位 悪性新生物
（40.57％）

悪性新生物
（38.33％）

悪性新生物
（39.46％）

悪性新生物
（39.62％）

悪性新生物
（38.67％）

悪性新生物
（38.34％）

悪性新生物
（38.49％）

２位 心 疾 患
（13.57％）

心 疾 患
（13.98％）

心 疾 患
（13.85％）

心 疾 患
（14.04％）

心 疾 患
（14.64％）

心 疾 患
（14.04％）

心 疾 患
（14.86％）

３位 自　　殺
（11.55％）

自　　殺
（12.38％）

自　　殺
（11.73％）

自　　殺
（11.70％）

自　　殺
（11.21％）

自　　殺
（11.99％）

自　　殺
（11.67％）

60歳
以上

１位 悪性新生物
（32.90％）

悪性新生物
（32.01％）

悪性新生物
（31.74％）

悪性新生物
（32.21％）

悪性新生物
（30.95％）

悪性新生物
（31.15％）

悪性新生物
（30.96％）

２位 心 疾 患
（13.57％）

心 疾 患
（16.50％）

心 疾 患
（16.17％）

心 疾 患
（16.63％）

心 疾 患
（16.21％）

心 疾 患
（15.84％）

心 疾 患
（15.63％）

３位 肺　　炎
（11.40％）

肺　　炎
（11.90％）

肺　　炎
（11.87％）

肺　　炎
（11.48％）

肺　　炎
（11.40％）

肺　　炎
（11.19％）

肺　　炎
（11.06％）

3 4 5 6

自殺をすると口にする人は、実際には自殺するつもりはない。

ほとんどの自殺は、予告なく、突然起きる。

自殺の危機にある人は死ぬ決意をしている。

自殺企図者や既遂者は、すべて精神疾患を患っている。

自殺について語る人は、他人の注意を引きたいだけなので
自分自身を傷つけることはない。

自殺について話をすると、自殺念慮をひきおこすことになる。

「死にたい」と思う背景には、不安、抑うつ、絶望があります。

自殺は、さまざまな要因が複雑に関係して、「その多くが追い込まれた

末の死」であり、「その多くが防ぐことができる社会的な問題」である

と言われています。

〈大阪府版ゲートキーパー養成研修テキストより引用〉

出典：大阪府自殺対策基本指針

答えは６ページ ➡

Question

 or×?

３ページの答え：すべて「×」です。いずれも「広く信じられているものの、根拠のない俗説」です。

疲労感
不眠・頭痛
腹痛・肩こり
など

怒りっぽい
食事量の変化
忘れ物をよくする
仕事でのミスが
増える

不安・緊張感
落ち込み
イライラ感
集中力低下

気づく
●周囲の人の　
変化に気づき、
声をかける

聴く
●本人の気持ち
を尊重しなが
ら話を聴く

つなぐ
●必要に応じて
適切な相談窓
口を伝え、相
談してみるよ
うに促す

見守る
●あたたかく寄
　り添いながら、
じっくり見守る

大切なのは自分に合った「ストレス」への対処法です
人を支えるためには、まずは自らのケアを

大阪府において、年齢階層別の死因では、39歳まで（国が定義する
「若年層」）の死因の第１位が自殺であり、40～59歳においては、死因
の第３位が自殺となっています。

悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、
必要に応じて適切な支援に繋げ、見守る人のことです。

身近な人の悩みに気づいたら、あたたかく寄り添いながら、話を聴き、
専門家への相談をすすめ、じっくりと見守りましょう。

×判断・批判
「外出しないなんて良くないですね」
「あなたにも問題があるのでは？」

×安易な励まし
「がんばって」
「元気出して」

こんな言動は避けて！

×一般論の押し付け
「命を粗末にしてはダメ」

「死ぬ気でやればなんでもできるよ」

ストレス反応は
人によって様々です

セルフケアのすすめ

あなたの周りに気になる人はいませんか？

ゲートキーパー
って？

身体面 行動面

精神面

ゲートキーパーの役割

□ 疲れているのに眠れない日が２週間以上続いている
□ 食欲がなく体重が減っている
□ だるくて意欲がわかない
□ 原因不明の体調不良が続く
□ 表情が暗く、元気がない

こんな
サインに
気づいて

これらに当てはまる場合は「うつ病」の症状かもしれません。もし、上記のような様子や症状が出ている人がい
たら、気力やがんばりで克服するのは困難です。医療機関の受診等もすすめましょう。
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■入院患者数の推計 

市民が将来にわたり地域で安心して暮らせるまちを目指し、地域医療について解決すべき課題を抽出す

るため、本市の市域及び周辺地域の医療提供体制の現状をとりまとめ、本市における今後の地域医療に係

る施策の方向性を検討するための資料とするものである。 

※出典  推計人口：国立社会保障・人口問題研究所 2018年男女５歳階級別推計（大阪府） 
注）2015年は国勢調査による実績値 

注）国勢調査の参考表として公表されている「年齢・国籍不詳を按分した人口」を基礎人口として用いている。 
受療率（人口 10万対）：厚生労働省患者調査 平成 26（2014）年 性・年齢階級×傷病大分類×入院外来・都道府県別 

本市の人口は 2025年をピー

クに減少するが、入院患者数は

2045年に向けて増加を続ける

見込みとなっており、入院患者数

については高齢者層、特に後期高

齢者の患者の占める割合が多い。 

後期高齢者層の患者数は、

2035年にいったん微減となる

が、2045年には増加する見込

みとなっている。 
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調査分析の目的 

 

調査分析の背景 

 

◎調査分析の目的                         ・・・・・・・・・・１ 

◎調査分析の背景                         ・・・・・・・・・・１ 

◎調査分析から見えた本市における医療提供体制の課題と施策の方向性 ・・・・・・・・・・２ 

 

【資料】 

〔１〕将来医療需要                       ・・・・・・・・・・４ 

〔２〕５圏域小学校区別 2035年入院外需要推計（抜粋）       ・・・・・・・・・・６ 

〔３〕５圏域別入院医療受療動向                 ・・・・・・・・・・７ 

〔４〕疾患別入院医療機関                    ・・・・・・・・・・８ 

〔５〕年齢別・小学校区別外来医療受療動向            ・・・・・・・・・・９ 

〔６〕小学校区別疾患別救急搬送分布               ・・・・・・・・・・10 

〔７〕地域医療支援医療機関・登録医の状況            ・・・・・・・・・・11 

〔８〕災害医療センターの指定及び市内医療機関災害対策状況    ・・・・・・・・・・12 

〔９〕近隣市の病院の今後の方向性                ・・・・・・・・・・13 

〔10〕病院の配置状況                      ・・・・・・・・・・14 

～ 目次 ～ 
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生活習慣病等の基礎疾患に係る診療
所等と病院の連携体制を身近な地域に
確保する観点から、診療所の少ない北
圏域や、病院病床の少ない中央圏域・
南圏域においては、医療需要と医療提
供体制のバランスが崩れてくることが
予測される。 
 

Ⅰ 地域医療バランス 

 

診療科偏在のなかでも小児科医や小
児に対応できる内科医等の確保は全国
的にも大きな課題となっており、医療圏
等の広域的な視野における医療資源の
適切かつ有効な活用が今後の課題とな
る。 

Ⅲ 小児医療にかかる医療提供体制 

 

災害医療は市の役割となる避難所、救
護所の開設と密接な関連性があるため、
国・府の指定及び市地域防災計画等で位
置づけられた病院や医療関係者、保健
所、市の役割を明確化し、関係者間で共
有を図る必要がある。 
 

Ⅳ 災害医療にかかる医療提供体制 

 

今後需要の増加が予測される循環器
系疾患、糖尿病疾患については、主と
して肥満、高血圧症、脂質異常症や喫
煙等が危険因子となっており、医療提
供体制に係る課題とあわせて、初期予
防の考え方、医療の受け方の普及が今
後の課題となる。 

Ⅴ 予防医療・医療の受け方 

 

主として急性期患者の受入れ、５疾病への対応を担う地域入院医
療の拠点となる病院（地域完結型医療の核となる中核的役割を担
う病院）を継続的に確保 

①高度医療までは要しない急性期医療提供体制 

急性期の病床機能をフル活用するため、在宅療養、介護が展開
できる環境の整備、在宅療養、介護困難な社会背景、医学管理を
要する患者を受け入れる療養病床の確保と早期在宅復帰を目指
す回復病床の確保など、在宅医療、外来医療、入院医療（急性期、
回復期、慢性期の役割）の間における円滑な連携体制 

②急性期医療提供体制を支援する体制の維持・確保 

現在の初期小児救急医療提供体制を維持しつつ、子どもの急な
病気等への対応、適切な受療行動など必要な知識の普及・実践を
推進するとともに、二次小児医療を担う中核病院を中心とした初
期小児医療を支援する体制 

 

③小児医療を支援する体制 

 

◎現在の初期、二次医療提供体制（在宅療養支援病院、在宅療養

後方支援病院を含む）と高齢・介護を中心とする在宅医療提供

体制を両輪とした再整理により効果的な在宅医療、外来医療、

入院医療の有機的な連携が図られるよう支援体制の強化 

◎介護者の負担軽減を目的としたレスパイト入院にかかる医療

提供体制の確保、積極的な展開・推進 

◎外来医療需要と医療提供体制のアンバランスが生じる可能性

のある北圏域に対する地域医療の中核を担う中規模病院を中

心としたこれらの地域への外来医療を支援する体制 

 

④地域医療を推進し、在宅療養（医療）、医療提供体制に
課題のある圏域への外来医療を支援する体制 

 

個人、市内企業の従業者などが積極的に健康診断等、健康維持、
生活習慣病に対する予防が図れるようまちづくりと健康医療と
を結びつけた支援体制、またこれらの積極的な推進の担い手であ
る市内外の地域医療の中核を担う中規模病院とかかりつけ医の
連携体制 

⑤生活習慣病に対する予防医療を積極的に支援する体制 

 

災害の種類、規模に応じ、近隣の災害医療を得意とする医療機
関や軽症、中等症の傷病者への医療を提供する市内災害協力病院
との連携・支援体制の確保、また、この連携・支援体制をベース
とした災害時医療救護体制 
 

⑥災害医療を支援する体制 

 

医療現場を担う医療関係者との間で検討・協議を重ね、共同して
医療提供体制を確保する体制 

⑦保健所、地区医師会等連携のもとでの検討・協議 

 

循環器系疾患を中心に高齢者に多い
疾患の医療需要が増加すると考えられ
るため、入院・外来医療や在宅療養、初
期予防に関する医療を円滑に受けられ
る医療連携体制の確保がより重要とな
る。 
 

Ⅱ 高齢者層の患者数の増加 

 

課題解決に必要な医療提供体制 

調査分析から見えた本市における医療提供体制の課題と 

Ⅰ 

Ⅰ 

Ⅰ

ｚ 

Ⅱ 

Ⅱ 

Ⅱ 

Ⅱ

ｚ

ｚ

ｚ

ｚ

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅲ

ｚ

ｚ

ｚ

Ⅳ 

Ⅳ 

Ⅳ 

Ⅳ 

Ⅴ 

Ⅴ 

Ⅴ 

Ⅴ 

課題 
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施策の方向性 

これらの医療機関を維持・確保し、当該医療機関を中心とした診療所（かかりつけ医）との連携体

制をより充実することにより、地域完結型医療提供体制の確立、市内医療提供体制の質の向上がより

一層期待される。 

（１）地域の中核となる５疾病４事業を担う急性期医療機関の維持・確保 

 

市内のこれらの役割を有する医療機関の動向を見極めながら維持・確保に努めることにより、在宅

医療、外来医療、入院（急性期）医療間の円滑な循環がより一層図られ、地域完結型医療提供体制の

確立が期待される。 

（２）急性期治療後の早期在宅復帰に向けたリハビリテーション、長期療養医療を
担う医療機関の維持・確保 

これらの役割を果たす医療機関の確保に努めることにより、医療提供体制に課題のある地域への外

来医療の提供、かかりつけ医を含めたチーム医療の促進が期待される。 

（３）在宅医療、外来医療を支援する地域の中核となる医療機関の確保 

 

これらの役割を果たす医療機関の確保に努め、これらの医療機関を中心としたかかりつけ医、医歯

薬・保健・健康関係者との連携体制をより充実させることにより、より多角的な健康維持、生活習慣

病予防等のポピュレーションアプローチが展開でき、生活習慣病の発症、重症化の予防、健康寿命の

延伸に期待ができる。 

（４）健康診断、予防医療を推進する地域の中核となる医療機関の確保 

 

小児初期救急医療広域化後の初期救急医療機関の利用状況の変化を見ながら、設置場所や持続性の

ある安定的な運営体制の確保方策を検討する必要がある。 

（５）救急を含む小児医療に関する需要の見極めと確保対策の検討 

 

市災害医療センター及び応急救護所と医療救護班の確保、発災時の災害拠点病院や二次救急病院、

保健所との連携体制について、関係機関と調整を行う必要がある。 

（①救護所の考え方の整理・実施体制②市災害医療センターのあり方③災害医療にかかる支援体制

等） 

（６）応急救護体制と災害医療に関する連携体制の再確認 

 

４ 

施策の方向性 

１ 

２ 

３ 

５ 

６ 

７ 

４ 

１ 

２ 

５ 

７ 

４ 

１ 

２ 

７ 

４ 

１ 

２ 

５ 

７ 

７ 

１ 

３ 

６ 

１ 

２ 

７ 
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■入院医療需要（推計） 

 2015年から 2035年の 20年間における疾患ごとの医療需要件数変化率と入院需要件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来医療需要 

出典：平成 28（2016）年度国民健康保険・後期高齢者医療レセプト 

■入院医療需要件数 
 
〈北圏域〉 
2035年をピークに減少見込 
〈東圏域〉 
2035年をピークに減少見込 
〈西圏域〉 
2045年まで増加傾向 
〈中央圏域〉 
2045年まで増加見込 
〈南圏域〉 
2045年まで増加見込 
 

資料１ 

20 年間で医療需要が最も増

加し、かつ件数が多くなる疾

患は「循環器系疾患」 

三島二次医療圏 

その他、医療需要増加率が高

い疾患は、「筋骨格系疾患」

「呼吸器系疾患」等 

《茨木市》 

５圏域 

「新生物」、「内分泌、栄養およ

び代謝疾患」、「神経系の疾患」、

「循環器系の疾患」、「呼吸器系

の疾患」、「消化器系の疾患」の

患者数が増加する見込み 
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■入院外医療需要（推計） 

 2015年から 2035年の 20年間における疾患ごとの医療需要件数変化率と入院外需要件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■入院外医療需要件数 

 

〈北圏域〉 

2030年をピークに減少見込 

〈東圏域〉 

2030年をピークに減少見込 

〈西圏域〉 

2045年まで増加見込 

〈中央圏域〉 

2045年まで増加見込 

〈南圏域〉 

2045年まで増加見込 

 
出典：平成 28（2016）年度国民健康保険・後期高齢者医療レセプト 

 

20 年間で医療需要が最も増

加する疾患は「循環器系疾

患」（保健サービス利用を除

く）「筋骨格系疾患」「消化器

系疾患」が続く 

三島二次医療圏 

減少が見込まれるが医療需要

が多いのは「呼吸器系疾患」 

《茨木市》 

５圏域 

「内分泌、栄養および代謝疾

患」、「眼および付属器の疾患」、

「循環器系の疾患」、「消化器系

の疾患」、「筋骨格系および結合

組織の疾患」が増加する見込み 
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□循環器内科標榜病院－内科（黄色）、循環器内科（青色）標榜診療所（2035年推計外来高齢者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□小児科標榜病院－内科（黄色）、小児科（緑色）標榜診療所（2035 年推計外来年少者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用ツール：ＱＧＩＳ（ver2.18（Las Palmas））   使用地図：国土地理院（標準地図） 

使用地理情報：国土交通省国土数値情報をもとに加工（学校区、町丁字境界） 

主傷病別推計発生数色分け：淡色⇒濃色（発生数：少⇒多）（小学校区）2035 年入院外需要推計 

ポインター：◆：病院（大：特定機能病院等、中：二次救急告示病院、小：その他一般病院） 

●：診療所 

５圏域小学校区別 2035年入院外需要推計（抜粋） 

◎市内には循環器内科標榜の病院が６

か所、隣接他市の病院（吹田市３か所、

高槻市３か所）を含めると12か所（う

ち二次救急告示病院以上の病院は８

か所） 

 

◎高槻市内の病院についてはＪＲ、阪急

沿線に４か所二次救急告示病院以上

の病院がある。 

 

◎診療所については特に中央部に集中

しているものの、東西・南の外来推計

人口の密度が高い小学校区周辺にも

偏りなく配置されている。 

病院が幹線道路や鉄道沿線に配置さ

れていることから、病院紹介となった場

合は比較的利用しやすい立地状況にあ

ると推察される。 

北部に関しては外来推計人口の密度

が比較的高い小学校区周辺に診療所が

少ない。 

◎市内には小児科標榜の病院が４か所

となっているが、隣接する他市の病院

（吹田市３か所、高槻市３か所）を含

めると10か所となっており、そのう

ち二次救急告示病院以上の病院は７

か所となっている。 

 

◎高槻市内の病院についてはＪＲ、阪急

沿線に４か所二次救急告示病院以上

の病院がある。 

 

◎診療所については特に中央部に集中

しているものの、東西・南の外来推計

人口の密度が高い小学校区周辺にも

偏りなく配置されている。 

 

病院が幹線道路や鉄道沿線に配置さ

れていることから、病院紹介となった場

合は比較的利用しやすい立地状況にあ

ると推察される。 

北部に関しては外来推計人口の密度

が比較的高い小学校区周辺に診療所が

少ない。 

 

使用ツール：ＱＧＩＳ（ver2.18（Las Palmas））   使用地図：国土地理院（標準地図） 

使用地理情報：国土交通省国土数値情報をもとに加工（学校区、町丁字境界） 

主傷病別推計発生数色分け：淡色⇒濃色（発生数：少⇒多）（小学校区）2035 年入院外需要推計 

ポインター：◆：病院（大：特定機能病院等、中：二次救急告示病院、小：その他一般病院） 

●：診療所 

資料２ 
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 出典：平成 28（2016）年度国民健康保険・後期高齢者医療レセプト 

■５圏域別入院医療受療動向 

 

〈北圏域〉 

北圏域内及び高槻市の病院を主に利用 

〈東圏域〉 

高槻市内の本市境界域近辺にある病院を主に

利用 

〈西圏域〉 

西圏域内の病院を主に利用 

〈中央圏域〉 

西圏域の病院を主に利用、高槻市の病院利用も

見られる 

〈南圏域〉 

南圏域内及び西圏域の病院を主に利用、高槻市

の病院利用も見られる 

５圏域別入院医療受療動向 資料３ 
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《糖尿病》 

《脳梗塞》 

疾患別入院医療機関 

《筋骨格系》 

《呼吸器系》 

出典：平成 28（2016）年度国民健康保険・後期高齢者医療レセプト 

資料４ 
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年少者、高齢者とも、中央圏域の医療機関を中

心に利用している。 

他市の医療機関の利用状況については、年少者

は箕面市内の医療機関、高齢者は吹田市の医療機

関を多く利用している。 

５圏域別に見ると、圏域内の利用を中心に、各

圏域の隣接市の医療機関が利用されており、外来

診療については距離が近い、または交通アクセス

のよい医療機関を利用する傾向となっている。 

出典：平成 28（2016）年度国民健康保険・後期高齢者医療レセプト 

年齢別・小学校区別外来医療受療動向 資料５ 



10 

 

 

 

 

 

 

小学校区別疾患別救急搬送分布 

出典：平成 28（2016）年中 本市消防本部救急救助課の救急搬送集計 

□茨木市（７病院）の入院外来別搬送手段別受入件数 
覚知から病院到着までの時間がかかってい

る区域は、迂回、道路が入り組んでいる等のア

クセスの悪さによるものと考えられる。 

市内病院及び隣接する高槻市、吹田市に所在

する本市境界域近辺の病院を適正かつ効率的

に選定しながら搬送を行っていることがうか

がえる。 

出典：「救急来院患者数調（病院群輪番制病院運営事業）18病院」（高槻市提供） 

資料６ 
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□地域医療支援医療機関・登録医分布マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域医療支援医療機関・登録医の状況 

※大阪府済生会茨木病院は地域医療支援病院で

はないが、参考資料として掲載している。 

 

出典：「地域医療支援病院の承認病院」（平成

30(2018)年 2月 23日現在）（大阪府） 

■地図外の連携診療所数

地図外

施設数（施設） 8
全体に占める割合 3.1%
施設数（施設） 2
全体に占める割合 0.5%
施設数（施設） 18
全体に占める割合 5.8%
施設数（施設） 35
全体に占める割合 10.4%
施設数（施設） 89
全体に占める割合 41.0%
施設数（施設） 145
全体に占める割合 63.3%
施設数（施設） 99
全体に占める割合 85.3%

大阪府済生会茨木病院

大阪府済生会千里病院

大阪府済生会吹田病院

箕面市立病院

北摂総合病院

高槻病院

高槻赤十字病院

資料７ 
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□市町村災害医療センター一覧 

 市災害医療センター （参考）救護所 

茨木市 茨木市保健医療センター 
茨木市保健医療センター 

小・中学校 10か所 

高槻市 大阪府三島救命救急センター 

小・中学校９校、 

市内二次救急７病院（みどりヶ丘病院、高槻病院、第一東和会

病院、うえだ下田辺病院、大阪医科大学三島南病院、北摂総合

病院、高槻赤十字病院） 

摂津市 摂津医誠会病院 

〔応急救護所〕 

災害現場付近 

〔医療救護所〕 

新鳥飼公民館及び休日応急診療所 

島本町 大阪府三島救命救急センター 

〔応急救護所〕 

必要に応じ設置 

〔医療救護所〕 

ふれあいセンター、小中学校等の保健室 等（あらかじめ定め

た場所） 

〔町救護拠点病院〕 

水無瀬病院 

吹田市 吹田市民病院 ６地域ごとに１か所を指定（中学校）、被害状況に応じて設置 

箕面市 箕面市立病院 

〔応急救護所〕 

最初に開設する避難所の保健室 

〔医療救護所〕 

市立病院に準ずる医療を提供できる医療機関 

出典：「大阪府地域防災計画 関連資料集」（平成 29年 12月修正）（大阪府） 

 

□災害マニュアル及びＢＣＰの策定状況並びに災害想定訓練実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：茨木市災害時の医療施設におけるライフライン等のバックアップ体制に関するアンケート結果 

災害医療センターの指定及び市内医療機関災害対策状況 

策定済み

42.9%

策定予定

50.0%

未回答

7.1%

本市14病院

災害マニュアル

策定状況

策定予定なし

0.0%

(2019・2020年度)

策定済み

7.1%

策定予定

（2019・

2020年度）

78.6%

策定予定

なし

7.1%

未回答

7.1%

本市14病院

ＢＣＰ

策定状況

実施済み

28.6%

実施予定

35.7%

実施予定

なし

28.6%

未回答

7.1%

本市14病院

災害想定訓練

実施状況

(2019年度)

災害時の病院内の初動対応等を定めた災害

（対応）マニュアルについては 42.9％の施設

において策定済みであり、策定予定（2020 年

度まで）を含めるとほとんどの施設において今

後策定済みとなる予定である。 

一方、ＢＣＰはほとんどの施設において策定

予定、もしくは策定予定なしとなっている。 

災害に焦点を当てた災害想定訓練を実施し

ている施設は 28.6％である。 

資料８ 
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※平成 30年度 第２回大阪府三島（豊能）医
療・病床懇話会（資料２－２）より作成 

 
※１ 主に全身麻酔を伴う手術やＩＣＵ・Ｈ

ＣＵ等の集中治療が必要な患者を受け入

れる機能 
※２ 肺炎や軽度の外傷など比較的軽症な疾

患を持つ患者を受け入れる機能 

※３ 急性期後の在宅復帰に向けた患者を受
け入れる機能 

※４ 新興・再興感染症の患者の受入れ機能 

近隣市の病院の今後の方向性 

大半の病院において「地域で基幹

となる医療を提供する機能」に重き

を置く傾向となっている。 

急性期医療の役割を担うとして

いる病院のほとんどは二次救急告

示病院（市外は特定機能病院も）で

あるが、同じ二次救急告示病院であ

っても、比較的軽症な疾患や急性期

後の在宅復帰に向けた患者の受入

れに重きを置く傾向にある病院も

ある。 

資料９ 
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□三島二次医療圏並びに吹田市・箕面市の病院配置図 

 
 

病院の配置状況 資料 10 
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□三島二次医療圏並びに吹田市・箕面市の病院一覧表 
市町 № 病院名 所在地 

茨木市 1 医療法人清風会 茨木病院 茨木市総持寺一丁目 4番 1号 

（14施設） 2 医療法人恒昭会 藍野病院 茨木市高田町 11番 18号 

 3 医療法人博愛会 博愛茨木病院 茨木市中穂積三丁目 2番 41号 

 4 医療法人恒昭会 藍野花園病院 茨木市花園二丁目 6番 1号 

 5 医療法人篤靜会 谷川記念病院 茨木市春日一丁目 16番 59号 

 6 医療法人朋愛会 サンタマリア病院 茨木市新庄町 13番 15号  

 7 社会福祉法人恩賜財団 大阪府済生会茨木病院 茨木市見付山二丁目 1番 45号 

 8 医療法人友紘会 彩都友紘会病院 茨木市彩都あさぎ七丁目 2番 18号 

 9 医療法人医誠会 茨木医誠会病院 茨木市畑田町 11番 25号 

 10 医療法人成和会 ほうせんか病院 茨木市西福井二丁目 9番 36号 

 11 医療法人恵仁会 田中病院 茨木市東奈良三丁目 16番 31号 

 12 医療法人社団日翔会 日翔会病院 茨木市駅前三丁目 6番 23号 

 13 医療法人警和会 北大阪警察病院 茨木市室山一丁目 2番 2号 

 14 医療法人友紘会 友紘会総合病院 茨木市西豊川町 25番 1号 

高槻市 15 高槻赤十字病院 高槻市阿武野 1丁目 1番 1号 

（19施設） 16 大阪医科大学附属病院 高槻市大学町 2番 7号 

 17 医療法人光愛会 光愛病院 高槻市奈佐原 4丁目 3番 1号 

 18 医療法人大阪精神医学研究所 新阿武山病院 高槻市奈佐原 4丁目 10番 1号 

 19 社会医療法人祐生会 みどりヶ丘病院 高槻市真上町 3丁目 13番 1号 

 20 社会医療法人愛仁会 高槻病院 高槻市古曽部町 1丁目 3番 13号 

 21 医療法人庸愛会 富田町病院 高槻市富田町 6丁目 10番 1号 

 22 大阪府三島救命救急センター 高槻市南芥川町 11番 1号 

 23 医療法人祥佑会 藤田胃腸科病院 高槻市松原町 17番 36号 

 24 医療法人東和会 第一東和会病院 高槻市宮野町 2番 17号 

 25 医療法人健和会 うえだ下田部病院 高槻市登町 33番 1号 

 26 医療法人社団緑水会 緑水会病院 高槻市成合南の町 3番 1号 

 27 医療法人健栄会 三康病院 高槻市野見町 3番 6号 

 28 医療法人東和会 第二東和会病院 高槻市大塚町 5丁目 20番 3号 

 29 社会医療法人仙養会 北摂総合病院 高槻市北柳川町 6番 24号 

 30 医療法人美喜和会 美喜和会オレンジホスピタル 高槻市大字奈佐原 10番 10 

 31 社会医療法人愛仁会 愛仁会リハビリテーション病院 高槻市白梅町 5番 7号 

 32 社会医療法人愛仁会 しんあい病院 高槻市芥川町 2丁目 3番 5号 

 33 大阪医科大学三島南病院 高槻市玉川新町 8番 1号 

摂津市 34 摂津ひかり病院 摂津市鳥飼八防 2丁目 3番 8号 

（4施設） 35 医療法人医誠会 摂津医誠会病院 摂津市南千里丘 1番 32号 

 36 医療法人若葉会 昭和病院 摂津市昭和園 11番 29号 

 37 医療法人千里厚生会 千里丘中央病院 摂津市千里丘 1丁目 11番 31号 

島本町 

（1施設） 
38 医療法人清仁会 水無瀬病院 島本町高浜 3丁目 2番 26号 

吹田市 39 大阪大学歯学部附属病院 吹田市山田丘 1番 8号 

（15施設） 40 医療法人松柏会 榎坂病院 吹田市江坂町 4丁目 32番 1号 

 41 特定医療法人ダイワ会 大和病院 吹田市垂水町 3丁目 22番 1号 

 42 医療法人甲聖会 甲聖会紀念病院 吹田市江の木町 7番 1号 

 43 医療法人蒼龍会 井上病院 吹田市江の木町 16番 17号瀧川ビル 

 44 医療法人協和会 協和会病院 吹田市岸部北 1丁目 24番 1号 

 45 社会福祉法人恩賜財団済生会支部 大阪府済生会千里病院 吹田市津雲台 1丁目 1番 6号 

 46 医療法人菊秀会 皐月病院 吹田市寿町 2丁目 7番 24号 

 47 医療法人京優会 北摂三木病院 吹田市岸部中 4丁目 25番 6号 

 48 市立吹田市民病院 吹田市片山町 2丁目 13番 20号 

 49 医療法人沖縄徳洲会 吹田徳洲会病院 吹田市千里丘西 21番 1号 

 50 社会福祉法人恩賜財団済生会支部 大阪府済生会吹田病院 吹田市川園町 1番 2号 

 51 大阪市立弘済院附属病院 吹田市古江台 6丁目 2番 1号 

 52 国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 吹田市藤白台 5丁目 7番 1号 

 53 大阪大学医学部附属病院 吹田市山田丘 2番 15号 

箕面市 54 医療法人仁誠会 箕面正井病院 箕面市箕面 6丁目 4番 39号 

（10施設） 55 北大阪医療生活協同組合 照葉の里箕面病院 箕面市下止々呂美 561番地 

 56 医療法人ガラシア会 ガラシア病院 箕面市粟生間谷西 6丁目 14番 1号 

 57 医療法人マックシール 巽今宮病院 箕面市今宮 3丁目 19番 27号 

 58 箕面神経サナトリウム 箕面市牧落 5丁目 6番 17号 

 59 医療法人清順堂 ためなが温泉病院 箕面市今宮 4丁目 5番 24号 

 60 医療法人社団和風会 千里リハビリテーション病院 箕面市小野原西 4丁目 6番 1号 

 61 医療法人啓明会 相原病院 箕面市牧落 3丁目 4番 30号 

 62 医療法人社団生和会 彩都リハビリテーション病院 箕面市彩都粟生南 1丁目 1番 20号 

 
63 箕面市立病院 箕面市萱野 5丁目 7番 1号 

 出典：「保険医療機関・保険薬局の指定一覧」（平成30(2018)年10月1日現在）（近畿厚生局） 
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